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会計

事業タイプ

経費区分

福井県電子自治体推進協議会

事
業
費
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円

H23（2011） H24（2012）

4,860予算額

区分

事
業
要
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タ
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プ

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

オンラインオンラインオンラインオンライン申請申請申請申請のののの利用推進事業利用推進事業利用推進事業利用推進事業

開始年度 2006 終了年度 9999

目的 さまざまな市民ニーズに対応した行政サービスを展開していくことにより、市民の利便性・満足度の向上を図る。
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事業名

部署名 情報統計課

インターネットを活用し、各種行政サービスを提供する。高い安全性、信頼性を確保するための基盤整備を行う。個人認証を
求めない手続きなど、比較的オンライン化しやすい手続きの選別や、オンライン化の障壁となる添付書類の廃止など、手続き
自体の合理化も含めて改善を図り、利用促進を目指す。

事業コード

2064

概要

法令
根拠
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容
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活動指標

補助金等交付現在

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

成果指標

一般会計

単独事業

物件費（投資的）

総
合

計
画

体
系

総
合

計
画

体
系

総
合

計
画

体
系

総
合

計
画

体
系

基本施策
体系

重点施策
体系

ホームページ等でのＰＲ回数 目標値 4444 4444 4444 4444 4444回

実績値 4444 4444

電子申請できる手続き数（累計） 目標値 45454545 50505050 50505050 50505050 50505050件

実績値 41414141 44444444

電子申請利用件数 件 目標値 8000800080008000 8200820082008200 8400840084008400 8600860086008600 8800880088008800

計算
根拠

受付件数の伸び

実績値 7102710271027102 9090909090909090

達成率
（％）

88.888.888.888.8 110.9110.9110.9110.9

実数値

ランク BBBB AAAA

市民が主役の地方主権のま
ちづくり

窓口サービスの向上を目指
す

総合窓口

基本目標 属性 基本施策

電子サービスの推進

実施施策

6042

H23事業名 オンライン申請の利用推進事業 2064
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【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

インターネットを利用したサービスの提供は、民間においてすでに一般的であ
り、市民や事業者の利便性が向上するので十分ニーズがある

根
拠

事業名

主体

必
要

性

【行政関与】
　行政が実施すべき事業で
　すか。

市が行わなくてはならない事務であり、県内全市町で共同で実施している根
拠

根
拠

有
効

性
効

率
・
効

果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させる
余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ある

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。

事業名

所管課

根
拠

ない

県と県内市町共同で開発利用しているシステムで使用料として鯖江市負担分が決
まっている

根
拠

県と県内市町共同で開発利用しているシステムで使用料として鯖江市負担分が決
まっている

根
拠

利用しやすい手続きを増やす
根

拠

インターネットを活用した電子申請や施設予約など各
種行政サービスを提供する。

維持維持維持維持

平
成

2
4
年

度
取
組

み

【平成25年度　方向性】

インターネットを活用した電子申請や施設予約など各
種行政サービスを提供する。

平
成
2
5
年

度
計

画

【平成24年度　方向性】 維持

取組選択
年度

実施状況

H22（2010） H23（2011） H25（2013）H24（2012） H26（2014）
不可能 不可能－

－ 未実施 未実施

不可能

【H25提案型市民主役オープン事業実施】 不可能 〈不可能選択理由〉

その他

H23事業名 オンライン申請の利用推進事業 2064
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